
2020年8⽉19⽇(⽔) 南⿂沼市役所本庁舎

株式会社アイセック 代表取締役CEO ⽊村 ⼤地
新潟⼤学⼤学院医⻭学総合研究科修⼠課程

第５回南⿂沼市医療のまちづくり検討委員会
〜遠隔診療の現状と課題〜



2

① 会社概要

② 遠隔診療の取り組み

③ 遠隔診療の現状と課題

④ これからの時代に即した遠隔診療



3

① 会社概要

② 遠隔診療の取り組み

③ 遠隔診療の現状と課題

④ これからの時代に即した遠隔診療



4

Month Day, Year

企 業 名︓株式会社アイセック (iSEQ.inc)

所 在 地︓新潟県新潟市中央区⽔道町２丁⽬5932ー165

資 本 ⾦︓5,000,000円

代表取締役︓⽊村 ⼤地

株 主 ︓⽊村⼤地、だいし創業⽀援ファンド投資事業有限責任組合

認 定 ︓新潟⼤学発ベンチャー企業 認定第1号

新潟市特定創業⽀援事業者

そ の 他︓にいがたスタートアップコンテスト2019 最優秀賞受賞

＜主な事業＞

• 健康医療データ分析EBPM⽀援
• 健康教育マネジメント
• 他市場データ連携⽀援

会社概要
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役員構成

代表取締役
CEO

・2011年株式会社リンケージ創業代表取締役就任、2019年12⽉退任
・厚労省、経産省公募事業採択実績多数
・2017年内閣府規制改⾰推進会議で提⾔オンライン診療規制緩和実現
・⽇本初オンライン診療禁煙プログラム開発
・JETRO主催の海外健康寿命展で講演等講演実績多数。
・第⼀種衛⽣管理者
・新潟⼤学⼤学院医⻭学総合研究科(医学系) 客員研究員
・神奈川⼤学経営学部卒業
・新潟明訓⾼校卒業

取締役
CMO

新潟⼤学医学部教授
医学博⼠

⽊村 ⼤地 曽根 博仁 ⽊村 美樹

・1999年 新潟明訓⾼等学校卒業
・2004年 ⽴教⼤学法学部卒業
・ベンチャー⽀援企業に⼊社、飲⾷店やアパレル販売会社の⽀援を⾏う
・2009年 東証⼀部上場企業の総合商社に⼊社、 経営戦略室室⻑、総
合研究所副所⻑などを務め、事業会社の再編や新規事業開発、⼈材育成
⽀援、CSR活動などに従事
・2019年 外資系医療機器メーカー⼊社、HRBPとして組織⾵⼟改⾰、
エンゲージメント向上⽀援に携わる

・新潟⼤学医学部 ⾎液内分泌代謝内科学講座 教授
・⽇本内科学会総合内科専⾨医・指導医
・⽶国内科学会フェロー (FACP)
・⽇本糖尿病学会専⾨医・指導医 ・⽇本内分泌学会専⾨医・指導医
・⽇本動脈硬化学会専⾨医・指導医
・⽇本成⼈病（⽣活習慣病）学会指導医
・⽇本臨床栄養学会指導医・⽇本未病システム学会認定医
・社会医学系専⾨医協会指導医・⽇本体育協会公認スポーツドクター
・⽇本医師会認定健康・スポーツ医・⽇本医師会認定産業医

取締役
CFO

加藤 公則

・新潟⼤学医学部 ⽣活習慣病予防検査医学講座 特任教授
・⽇本内科学会総合内科専⾨医・⽇本循環器学会専⾨医
・⽇本医師会認定産業医・⽇本医師会認定健康スポーツ医
・国⽴健康・栄養研究所 客員研究員
・⽇本⼈間ドック学会理事
・⽣物試料分析科学会理事
・⽇本臨床化学会新潟⽀部代表幹事
・新潟県労働衛⽣医学協会理事

執⾏役員
CKO

新潟⼤学医学部
特任教授
医学博⼠

藤原 和哉

執⾏役員
CIO

新潟⼤学医学部
特任准教授
医学博⼠

・新潟⼤学医学部 ⾎液内分泌代謝内科学講座 特任准教授
・⽇本内科学会総合内科専⾨医・指導医
・⽇本糖尿病学会専⾨医・指導医
・⽇本内分泌学会専⾨医・指導医
・⽇本動脈硬化学会専⾨医・指導医
・⽇本疫学会代議員

⼭崎 達也

顧問
新潟⼤学⼯学部

教授

・新潟⼤学⼯学部 情報⼯学科 教授
・ビッグデータアクティベーション研究センター⻑
・情報ネットワーク
・マルチメディア・データベース
・知覚情報処理
・ヒューマンインタフェース・インタラクション
・知能情報学
・通信・ネットワーク⼯学
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全国

ﾅｼｮﾅﾙﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

地域

ﾛｰｶﾙﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ
新潟⼤学医学部内科

研究論⽂
医学的エビデンス

医療健康ﾃﾞｰﾀ分析
EBPM⽀援

アイセックの事業イメージ

都⼼と地⽅は、⽣活習慣も違えば疾病構造も違う
今こそ、ローカライズビッグデータを
医学的知⾒をもとに正しく分析し、

エビデンスに基づくふるさとの健康づくりを。



匿名加⼯後
データ

６４９万件

介護
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新潟市役所様との新たな挑戦

医療費

健診

研究成果
医学的知⾒

医療健康ﾃﾞｰﾀ分析
健康施策EBPM⽀援

健康寿命延伸
医療費適正化

健康知識向上
⾏動変容

市⺠への訴求



A県
A県
A県

新潟から世界へ 【HEALTH NAVIGATE SYSTEM】

⾏政

企業

新潟⼤学

iSEQ

健康医療
データベース

世界 ⼈類皆が与えられた寿命を最期まで健康に
全うする健康格差のない持続可能な社会に貢献

いつも通りの⽣活で健康⾏動を
⾃然と促す新たなモデルを構築

健康⾏動変容における
Niigataモデルを

全国で実証研究を⾏い
⽇本の健康寿命延伸に寄与

A県
健康医療
データベース

⽇本

新潟
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代表取締役⽊村⼤地 略歴

中学⽣のとき、尊敬していた剣道の恩師が、末期のがんで2年間の闘病の末、49歳の若さで亡くなりました。15歳の教え⼦を前
に「死にたくない」と号泣する恩師の姿は忘れられません。酒たばこも⼤好きで、検診に⾏っていなかった。この強烈な体験から、
死ぬときの後悔をゼロにはできなくても、減らすことはできるのではないか。先⽣のような後悔をする⼈をなくしたいと強く思い、
健康⽀援事業に携わってきました。39歳になった今も当時の思いはなくなるどころか、強くなるばかり。思いを持ち続けられている
のは、きっと⽬の前に感謝があるからです。禁煙に成功した⼈やそのご家族に⼼から喜んでいただけるなど、その積み重ねが私のパ
ワーになっています。健康⽀援事業で⼤切なのは諦めないことと、⾃治体や⼤学、企業などと連携して進めること。4⽉からは⼤学
院で学びながら、事業の基盤づくりに⼒を注いでいきます。

—⽇経BPマンスリー2020,5⽉号 ⽊村インタビューより抜粋

“ “

1980年⽣まれ、新潟明訓⾼等学校、神奈川⼤学経営学部卒業
2003年 (⼀社)新潟県労働衛⽣医学協会に⼊社
2008年 特定健診・特定保健指導厚⽣労働省システム開発受託企業の

統括MGとして全国の健診データ規格統⼀化事業に従事
（⽇本医師会、国保中央会、健康保険組合連合会本部と連携）

2011年6⽉株式会社リンケージ設⽴
⼤⼿企業の従業員健康管理コンサルティング事業を開始

2013年度経済産業省「海外駐在員健康管理事業」採択
2015年JETRO主催健康⻑寿展inミャンマーにて講演
2015,2016,2018年度厚⽣労働省「データヘルス推進事業」採択
2015年国内初の協会けんぽ沖縄⽀部のオンライン特定保健指導受託
2016年4⽉⽇本初のオンライン禁煙プログラム開発
2017年3⽉内閣府規制改⾰推進会議にて医師法規制緩和の法制改正提⾔

を⾏う
同年7⽉オンライン診療推進における医師法の規制緩和を実現
2019年度には100組合を超える企業健保にオンライン禁煙事業を提供
2019年12⽉株式会社アイセック設⽴
2020年4⽉新潟⼤学⼤学院医⻭学総合研究科(修⼠課程)⼊学

新潟⼤学医学部客員研究員
⽇本抗加齢医学会 禁煙推進委員
慶應義塾⼤学⼤学院研究員
北⾥⼤学⼀般教育部⼈間科学教育センター特別研究員
多摩⼤学⼤学院 医療･介護ソリューション研究所フェロー

新潟⽇報、⽇本経済新聞、⽇経産業新聞、
毎⽇新聞等多数

【経歴】 【公職】

【メディア掲載】
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論点整理（第4回配布資料より抜粋）



2013年度経済産業省「海外駐在員健康管理事業」採択
2015,2016,2018年度厚⽣労働省「データヘルス推進事業」採択
2015年国内初の協会けんぽ沖縄⽀部のオンライン特定保健指導受託
2016年4⽉⽇本初のオンライン禁煙プログラム開発

遠隔診療の取り組み
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2017年3⽉内閣府規制改⾰推進会議にて医師法規制緩和の法制改正提⾔
同年7⽉オンライン診療推進における医師法の規制緩和を実現

遠隔診療の取り組み



2019年度には100組合を超える企業健保にオンライン診療禁煙事業を提供

遠隔診療の取り組み
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遠隔診療の現状

【⽇本医師会総合政策研究機構︓オンライン診療についての整理】

3分の１の医療機関は、
患者が機器を使えないと思っている。

3分の１の医療機関は、
システムの操作が難しいと思っている。

スマホの普及率は増加傾向にあり、
60歳代も半数以上は保有。
70歳代も3分の１近くは保有。
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遠隔診療の経緯（法制度の背景）

【⽇本医師会総合政策研究機構︓オンライン診療についての整理】
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遠隔診療の現状

【2020,8,6 第10回オンライン診療の適切な実施に関する指針の⾒直しに関する検討会】
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遠隔診療の現状

【2020,8,6 第10回オンライン診療の適切な実施に関する指針の⾒直しに関する検討会】
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遠隔診療の現状
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遠隔診療の現状

【厚⽣労働省︓2020,4,10事務連絡︓電話や情報通信機器を⽤いて診療を実施する医療機関⼀覧】
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遠隔診療を活⽤しながら、治療と予防の両輪を整備すべき︕

新潟県内の
専⾨医紹介

オンラインによる健康相談
・健診事後措置
・受療勧奨

重症化予備軍、要治療者

・通院はしているが症状が改善しない
・近隣に専⾨の診療科が無い

・何科に受療したら良いかわからない
・他の医師の意⾒も聞きたい

・健診結果要精検だが毎年なので未受診
・要治療だが、どこに⾏けばいいか不明
・忙しくて⼆次検査に⾏く気がしない

ハイリスク対象者の
受診勧奨及び
健康管理⽀援

健診機関の医師や
保健師・看護師

健診データより対象者への
事後措置および指導



我々の先祖が築いてきた⽣活習慣に対し、新たな科学的エビデンスを確⽴し、
これからの将来を⽀えていく新潟県⺠をはじめとした世界の⼈々に

与えられた寿命を最期まで健康に全うできる⽂化を受け継いでいきます。
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